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１．はじめに 
この報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条の規定に基づき、

教育行政事務の管理及び執行状況について点検・評価を行い、その結果に関する報告書を議

会に提出し公表するため作成したものです。 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況につい

て点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると

ともに、公表しなければならない。 

 
 
２．教育委員会の活動状況 
（１）教育委員会の構成                 （令和８年３月 31 日現在） 

委員の区別 氏   名 性別 
委員としての任期 

任命年月日 満了年月日 

教育⾧ 主 税 保 德  男 R 8 . 1 . 1 R10.12.31 

委 員 牛 川 由 美 女 R 6 . 6 . 2 3 R10.6.22 

委 員 久 原   寛 男 R 6 . 1 0 . 4 R10.10.3 

委 員 和 田 法 明 男 R 5 . 6 . 1 0 R 9 . 6 . 9 

委 員 髙 原 朋 恵 女 R7.12.21 R11.12.20 
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（２）教育委員会会議付議事項（令和７年度） 

開催日等 議 案 名 

４月 25 日 

第 5 回定例会 

〇筑紫野市奨学生の選考について 
〇学校運営協議会を設置する学校の指定について 
〇令和７年度学校運営協議会委員の委嘱について 
〇筑紫野市スポーツ推進審議会委員の委嘱について 
〇筑紫野市スポーツ推進審議会への諮問について 

5 月 29 日 

第 6 回定例会 

〇令和６年度筑紫野市教育委員会点検・評価報告書について 
〇令和７年度学校運営協議会委員の委嘱について 
〇財産（物品）の取得について 
〇筑紫野市社会教育委員及び筑紫野市生涯学習センター協議会委員の委嘱

について 

6 月 26 日 

第 7 回定例会 
〇筑紫野市立図書館協議会委員の委嘱について 

7 月 25 日 

第 8 回定例会 

〇令和 8 年度使用小学校教科用図書の採択について 
〇令和 8 年度使用中学校教科用図書の採択について 
〇筑紫野市文化会館指定管理者の候補者の選定について 
〇筑紫野市スポーツ推進委員の委嘱について 
〇筑紫野市文化財保護審議会委員の委嘱について 

8 月 28 日 

第 9 回定例会 

〇令和６年度筑紫野市一般会計歳入歳出決算教育費について 
〇令和６年度筑紫野市奨学資金貸与事業特別会計歳入歳出決算について 
〇令和７年度筑紫野市一般会計補正予算（第５号）教育費について 
〇令和７年度筑紫野市奨学資金貸与事業特別会計補正予算（第 1 号）に 

ついて 
〇筑紫野市教育支援センター及びつくし学級に関する運営規則の制定に 

ついて 
〇筑紫野市スポーツ推進審議会規則の一部を改正する規則の制定について  
〇指定管理者候補者の選定について 

9 月 25 日 

第 10 回定例会 
会議付議事項なし 

10 月 30 日 

第 11 回定例会 

〇筑紫野市スポーツ施設整備基本構想の策定について 
〇学校体育施設有料化について 

11 月 27 日 

第 12 回定例会 

〇令和７年度筑紫野市一般会計補正予算（第６号）教育費について 
〇筑紫野市立学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定について 
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開催日等 議 案 名 

12 月 12 日 
第 13 回定例会 

会議付議事項なし 

1 月 29 日 
第 1 回定例会 

〇筑紫野市立学校教職員駐車場の使用に関する要綱の制定について 
〇筑紫野市奨学生の選考について 

2 月 26 日 
第 2 回定例会 

〇令和７年度筑紫野市一般会計補正予算（第 10 号）教育費について 
〇令和８年度筑紫野市一般会計予算教育費について 
〇令和８年度筑紫野市奨学資金貸与事業特別会計予算について 
〇筑紫野市奨学生の選考について 
〇令和８年度学校給食費及び給食実施回数について 
〇「鉾之記」の市有形文化財(古文書)指定について 
〇筑紫野市教育委員会公印規程の改正について 

3 月 17 日 
第 3 回臨時会 

〇県費負担教職員の人事に係る内申について 

3 月 27 日 
第 4 回定例会 

〇令和８年度筑紫野市教育振興基本計画について 
〇筑紫野市教育委員会防犯カメラ等の設置及び運用に関する要綱の制定 

について 
〇筑紫野市教育委員会会計年度任用職員の任用等に関する規則の一部を 

改正する規則の制定について 
〇筑紫野市教育委員会事務局組織及び職務執行規則等の一部を改正する 

規則について 
〇筑紫野市立山家幼稚園管理規則の一部を改正する規則の制定について 
〇筑紫野市奨学生の選考について 
〇令和７年度学校運営協議会委員の委嘱について 

以上の付議事項は全て可決されました。 

（３）その他の活動状況 
  ①学校訪問・・・給食訪問（4 校） 
          教育⾧・教育委員懇談訪問（4 校） 
  ②研修等 ・・・九州地区市町村教育委員会研修大会（１回） 

福岡教育事務所教育委員等人権教育研修会（１回） 
          筑紫地区教育委員会教育委員研修会（１回） 
          筑紫野市教育委員研修会（2 回） 
  ③総合教育会議（3 回） 

④小中学校入学式・卒業式（16 校） 
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３．施策の点検・評価 
  

基本事業名 
総合計画で示された「事業名」 
（教育振興基本計画掲載） 

めざす姿 総合計画で示された「めざす姿」 

成果指標 

総合計画で示された「指標名」 

現状値 目標値 

令和 6、7 年度の指標の現状値 令和 9 年度末の目標値 

主な取組 教育振興基本計画で示した「主な取組」 

具体的な取組 教育振興基本計画で示した「具体的な取組」 

実 績 令和 7 年度に実施した内容 

成果・課題 令和 7 年度の成果及び課題 

担当課 〇〇〇 
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目標１ 子育て支援の推進             
 
【めざす姿】 
 子育てが楽しく、安心して子どもを生み育てることができていま
す。 

 

基本事業名 幼児教育・保育の充実 

めざす姿 安心して保育所等に子どもを預け、働くことや、幼児教育を受けるこ
とができるようになっています。 

成果指標 
待機児童数（放課後児童クラブ） 

現状値 目標値 

R6 0 人 R7 0 人 0 人 
 

主な取組 放課後児童健全育成事業の推進 

具体的な取組 

〇放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の継続的な運営を支
援するとともに、利用者ニーズを踏まえたサービスの向上を図る。 

〇入所希望者の増加を見据えた体制整備について広範な検討を行う。 
〇特別教室等の活用促進に努めるとともに、施設の増築や老朽化対策
を含めた施設整備の検討を行う。 

実 績 

〇運営を委託している NPO 法人ちくしっ子ネットワークと運営上の
課題解決に向けた協議をその都度行いクラブ運営を行った。また、
令和８年度から、季節保育の対象児童を全学年とする入所要件の緩
和を行った。 

〇支援員の賃金等の処遇改善を行い人材確保に努めたほか、特別教室
の活用について事業者と協議を行ったうえで学校と調整するなど、
入所希望者の増加に対応し、待機児童を発生させないよう体制整備
に努めた。 
〇施設の老朽化対策に係る整備計画の策定に向けた検討を行った。 

成果・課題 

〇放課後児童クラブの継続的な運営により、保護者の仕事等による留
守家庭への子育て支援の推進に繋がっている。 

〇学校の余裕教室もなく、入所児童が増加しているクラブ(筑紫小・筑
紫東小)については、新たな施設を整備する必要がある。 

〇令和５年以降、毎年１００名程度入所児童が増加していることから、
引き続き学校施設を活用するとともに、老朽化している施設の改修
や整備を進める必要がある。 

担当課 学校教育課、教育政策課 
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主な取組 幼保小連携推進のための体制構築 

具体的な取組 〇関係各課と事務局体制の検討を行う。 
〇幼保小の連携に向けた学習会を開催する。 

実 績 

○幼保小連携教育研修会 
日程:令和 8 年 1 月 30 日（金） 
対象:小学校の幼保小連携担当者 
講師:原田小学校講師（元 市内小学校教頭） 

成果・課題 

○幼保小連携教育研修会を開催し、小学校職員の幼保小連携の必要性
についての理解を深め、本市の幼保小連携教育の推進を図ることが
できた。 

○市関係課や保育所、幼稚園との連携を深めるための方策を検討する
必要がある。 

担当課 学校教育課 
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目標２ 学校教育の充実              
 
【めざす姿】 
 子どもたちが確かな学力、豊かな心、健やかな体を育みながら、充
実した学校生活を送っています。 

 

基本事業名 教育環境の整備 

めざす姿 安全で快適に学ぶことができる教育環境が整備されています。 

成果指標 
学校施設の維持管理上の不具合による教育支障件数 

現状値 目標値 

R6 0 件 R7 0 件 0 件 
 

主な取組 学校施設等における教育環境整備の推進 

具体的な取組 

〇学校施設・設備等の改修・更新を行う。 
〇普通学級及び特別支援学級の増加に伴う教室不足の解消を図る。 
〇小学校特別教室への空調整備を推進する。 
〇小中学校体育館への空調設備の整備を検討するため、事前調査を実

施する。 
〇二日市小学校の校舎増改築、二日市東小学校の校舎増築及び⾧寿命

化改修工事の取り組みを進める。 
〇計画的に大規模改修、中規模改修に取り組み、施設の⾧寿命化と機

能の向上を図る。 

実 績 

〇「学校施設管理マニュアル」を基に、日常的な点検・修理を行った。
また、年 1 回の「定期点検」及び「劣化調査」を行った。 

〇主要な学校施設・設備等を安全に使用するために、保守点検契約を
行い、安全性を考慮し改修・更新を行った。 

〇小中学校主な改修・更新工事 
 ・小学校特別教室空調設備整備（小学校 10 校） 
 ・防犯カメラ更新（小学校４校、中学校 5 校） 

・二日市東小学校新館窓サッシ改修 
 ・山口小学校放送設備更新 
 ・原田小学校火災受信機更新 
 ・山口小学校、天拝中学校滅菌機設置 

・筑紫野南中学校エレベーター更新 
〇小中学校体育館及び武道場への空調設備整備方針を策定し、小学校

体育館空調設備の設計を実施した。 
〇二日市小学校校舎増改築事業及び二日市東小学校校舎増築及び⾧寿

命化改良事業については、実施設計が完了し、仮設校舎の建設や増

7



築校舎の建設工事に着手した。 
〇大規模改修、中規模改修工事に係る設計を実施した。（吉木小学校教

室棟、筑山中学校特別教室棟、筑紫野中学校管理教室棟） 

成果・課題 

〇学校施設・設備等の改修・更新や学級増に伴う教室の改修を行うこ
とにより、教育環境の充実を図った。 

 今後も、老朽化した施設・設備の計画的な改修・更新を行い、安全で
快適に学ぶことができる教育環境の整備を進める必要がある。 

〇小中学校の体育館・武道場への空調整備のニーズが高まっているこ
とから、教育活動への影響を最小限にしながら早急かつ安全に整備
を進める必要がある。 

担当課 教育政策課 
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基本事業名 教職員の資質向上と働き方改革 

めざす姿 教職員が児童生徒と向き合う時間が十分に確保される働き方になると
ともに、資質が向上しています。 

成果指標 

授業がよくわかると思う児童・生徒の割合 
現状値 目標値 

R6 
児童 84.1％ 
生徒 73.9％ 

R7 
児童 77.6％ 
生徒 73.2％ 

児童 84.0％ 
生徒 79.0％ 

児童・生徒と向き合う時間を十分に確保できている教職員の割合 

現状値 目標値 

R6 75.0% R7 75.0％ 75.0％ 
 

主な取組 教職員不足の解消に向けた取り組みの推進 

具体的な取組 〇国・県へ継続して要望を行うことに加え、市独自に潜在的な人材等
を確保するなど、学校人材の安定確保を図る。 

実 績 〇福岡県教育庁に対し改善要望を行ったほか、学校人材登録フォーム
により市独自の学校人材確保の取り組みを行った。 

成果・課題 
〇教員の定数欠の状況は、全国的な教職員不足を背景として、厳しい

状況が継続しており、引き続き解消に向けた取り組みを推進してい
く必要がある。 

担当課 学校教育課 
 

主な取組 教職員の働き方改革と資質向上の取り組みの推進 

具体的な取組 

〇校務支援システムの導入や中学校への自動採点システムの導入等に
よる校務ＤＸ化のさらなる推進に加え、部活動改革やスクールサポ
ートスタッフの活用等の取り組みを推進し、児童生徒と向き合う時
間や、教材研究・自己研鑽の時間の確保を図る。 

実 績 

〇校務支援システムの運用を本格的に開始し、授業での活用や校務に
おける作業効率が改善した。 

〇部活動地域移行に向けて実施方針を決定し、５月以降は文化・スポ
ーツ振興課に所管替えし、令和 8 年度からの実施に向け検討を進め
ている。 

〇引き続きスクールサポートスタッフを配置し、授業準備や運営の補 
助、印刷や製本、学校行事の補助など教職員の負担軽減につながっ 
ている。 

成果・課題 

〇校務支援システム導入により、導入前・後での時間外勤務の減少時
間数など、働き方改革につながっているか検証する必要がある。 

〇教員用端末の破損等が発生していることに対する適切な取扱いへの
意識醸成を図る。 

担当課 学校教育課 
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主な取組 指導力向上のための校内研修の充実 
具体的な取組 〇指導主事が校内研修等において指導助言を行い、内容の充実を図る。 

実 績 〇各校で開催されている校内研修等に指導主事が講師として参加し、
指導助言を行った。 【研修等回数】64 回（R6:32 回） 

成果・課題 
〇派遣した学校においては、教員の授業改善や指導力向上につなげる

研修を実施することができた。今後は、市指導主事による指導助言
を積極的に活用するよう、改めて各校へ啓発していく。 

担当課 学校教育課 
 

主な取組 人権・同和教育研修の充実 
具体的な取組 〇教職員の人権・同和教育の理解を深める研修会を開催する。 

実 績 

〇研修会実績 
・筑紫野市新転任教職員人権・同和教育研修会  
   日程:第１回  令和 7 年４月 24 日（木）  
         第２回  令和 7 年５月 9 日（金）  

場所:筑紫野市生涯学習センター 視聴覚室 
   講師:石丸 明彦 氏  対象:新規採用教職員、転入教職員 
・筑紫野市教職員「同和」教育夏期研修会  

日程:令和 7 年８月 22 日（金） 
場所:（全体会）筑紫野市文化会館 

（分科会）筑紫野市文化会館、生涯学習センター、二日市中学校 他 
講師:土田 光子 氏   対象:市内全教職員 

成果・課題 
〇各研修会を実施することで、人権・同和教育の実践者としての資質

向上を図ることができた。今後もこの取り組みを継続していく必要
がある。 

担当課 学校教育課 
 

主な取組 中学校部活動の地域展開に向けた取り組みの推進 
具体的な取組 〇実施方針に基づき、課題整理や具体的な運用等について検討する。 

実 績 

将来的に平日を含めたすべての活動を学校管理外の地域活動（社会教
育）へ移行することを見据え、令和７年５月に社会体育・社会教育を
所管する「文化・スポーツ振興課」に所管を変更したものの、学校教育
課⾧及び指導主事が実行委員会の委員を務めるなど、地域展開の推進
に向けて継続的に関与した。 

成果・課題 
部活動地域展開の進め方を実行委員会(Ｒ８も学校教育課⾧及び指導
主事は委員として参加)でより具体的に決定し、令和１０年度までに完
了できるよう、所管課と連携して取り組んでいく。 

担当課 学校教育課 
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基本事業名 確かな学力の育成 

めざす姿 
学習意欲が向上し、自ら考え、解決する力が育っています。 
ＩＣＴ環境が整備され、児童生徒のＩＣＴの活用能力が向上していま
す。 

成果指標 

児童・生徒の学力定着度（国語） 
現状値 目標値 

R6 
児童 107.8 
生徒 101.5 

R7 
児童 104.8 
生徒 103.1 

児童 108.0 
生徒 105.0 

児童・生徒の学力定着度（算数・数学） 

現状値 目標値 

R6 
児童 105.7 
生徒 104.8 

R7 
児童 101.7 
生徒 101.4 

児童 105.0 
生徒 110.0 

授業でのＩＣＴ機器の活用頻度 

現状値 目標値 

R6 75.0％ R7 81.3％ 85.0％ 
 

主な取組 児童・生徒の学力実態に応じた指導方法の工夫・改善 

具体的な取組 〇全国学力・学習状況調査、福岡県学力調査及び市学力検査を実施し、
指導方法の工夫・改善に努める。 

実 績 

〇「全国学力・学習状況調査」（文部科学省） 
日程:令和 7 年 4 月 17 日（木） 
対象:小学校第６学年【教科:国語・算数・理科】 

中学校第３学年【教科:国語・数学・理科】※理科は CBT 
〇「福岡県学力調査」（福岡県教育委員会） 

日程:令和 7 年 5 月 19 日（月）～6 月 13 日（金）※CBT 実施 
対象:小学校第５学年 【教科:国語・算数】 

中学校第１学年 【教科:国語・数学】 
中学校第２学年 【教科:国語・数学・英語】 

〇「市学力検査」（筑紫野市教育委員会） 
日程:令和 8 年 1 月の学校が指定した日 
対象:小学校全学年  【教科:国語・算数】 
日程:令和 7 年 4 月の学校が指定した日 
対象:中学校全学年  【教科:５教科】 

成果・課題 
〇調査結果等を活用し、指導方法の改善につなげることができた。今

後も、児童・生徒の学習意欲の向上につながる授業改善や指導方法
の研究をすすめる。 

担当課 学校教育課 
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主な取組 ＩＣＴを活用した教育の推進 

具体的な取組 

〇児童生徒のタブレット端末の更新をはじめとしたＩＣＴ環境の充実
を図り、ＩＣＴを活用した教育活動を更に推進する。 

〇ＩＣＴ支援員の配置等、学校へのＩＣＴ支援派遣体制を継続し、よ
り円滑にＩＣＴ機器を活用した教育が行えるよう支援する。 

実 績 

〇筑紫野市 ICT 活用教育研修会 
対象者:市内各校の ICT 活用教育担当者 
日程:令和 7 年 5 月 1 日（木）【第１回】 

令和 7 年 7 月 7 日（月）【第２回】 
令和 7 年 11 月 18 日（火）【第３回】 
令和 7 年 8 月 4 日（月）【特設】※新端末導入に向けた研修 

講師:筑紫地区市立学校校⾧、筑紫地区私立高校職員、Google 講師 
○筑紫野市 ICT 活用 ST 委員会 

日程:年間１０回開催 
内容:筑紫野市の教育 DX 化推進に関する協議 
・校務ネットワーク環境構築等に関する協議、意見交換 
・学習場面における効果的活用に関する協議、意見交換 
・児童生徒用端末の更新に関する協議、意見交換  等 

○ICT 活用教育授業改善訪問 
日程:７月～12 月にかけて市内全校で実施 
内容:ICT を活用した公開授業及び研究会を校内研修として位置づけ  

成果・課題 

〇各校におけるより良い取組を共有し、それぞれの学校の取り組みに
広げることができた。 

○今後は、タブレットの利活用を目的とする授業から、授業における
タブレットの効果的な利活用に関する取り組みをさらに進める必要
がある。 

担当課 学校教育課 
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基本事業名 豊かな心の育成 

めざす姿 
人を思いやり、尊重する心が育まれるとともに、自ら考え、正しく判
断できる力が養われています。 
不登校等の課題を抱える児童生徒が適切な支援を受けられるようにな
っています。 

成果指標 

児童・生徒の道徳的実践力の定着度 
現状値 目標値 

R6 
児童 88.1％ 
生徒 88.6％ 

R7 
児童 87.8％ 
生徒 86.9％ 

児童 87.0％ 
生徒 87.6％ 

「いじめ」はあってはならない事だと認識している児童・生徒の割合 

現状値 目標値 

R6 
児童 80.4％ 
生徒 76.5％ 

R7 
児童 82.3％ 
生徒 80.3％ 

児童 87.0％ 
生徒 94.0％ 

不登校児童・生徒のうち、解消・復帰等の改善がみられた児童・生徒
の割合 

現状値 目標値 

R6 
児童 78.4％ 
生徒 63.2％ 

R7 
児童 77.0％ 
生徒 58.9％ 

児童 84.0％ 
生徒 70.0％ 

 
主な取組 いじめ・不登校のための組織的・総合的な指導体制の構築 

具体的な取組 

〇市適応指導教室「つくし学級」の教育支援センター化による相談
機能等の充実や、登校支援員の増員など、不登校支援の体制強化
を図る。 

〇生徒指導に関する相談体制の充実及び相談機関等の周知を図る。 
〇いじめ・不登校に関する研修会の実施、中学校ブロックを基盤と

した小中学校、外部機関連携による不登校対策の組織的な取り組
みを推進する。 

〇ＩＣＴを利活用した在宅学習の実施やフリースクールの利用者
に対する関係機関との連携を行う。 

実 績 

〇令和 7 年度対応件数 
スクールカウンセラー:61 件（R6:217 件） 
スクールソーシャルワーカー:2,352 件（R6:2,123 件） 
教育支援センター相談（R7.10~）:27 件 

○いじめ・不登校等対策研修会 
対象者:各校生徒指導担当、登校支援員、つくし学級、SSW 
日 程:令和 7 年 5 月 29 日（木）【第１回】 

令和 7 年 10 月 23 日（木）【第２回】 
令和 8 年 2 月 12 日（木）【第３回】 

講 師:福岡教育事務所指導主事、こども家庭センター 
成果・課題 〇多岐にわたる内容に関する相談に対応し、児童・生徒及び保護者
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の心理的な負担感を軽減することができた。今後も、各学校にお
ける組織的な取り組みを更に推進していく研修等を実施してい
く。 

担当課 学校教育課 
 

主な取組 道徳教育推進教師を核とした推進体制の整備及び学校の全教育活
動全体を通じた道徳教育の推進 

具体的な取組 
〇体験活動や人権教育を柱とした道徳的実践力の充実を図る。 
〇児童生徒が主体的に考え、議論する道徳の授業づくりの工夫、改

善に努める。 

実 績 

○福岡県重点課題研究により開発された情報モラルカリキュラム
の市内全校での実施。 

○福岡県事業「保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業」の積極
的活用によるインターネット適正利用に関する学習機会の充実。 

○家庭や地域と連携した道徳教育の実践と、地域資源の活用の推進。 

成果・課題 

○情報モラル教育や保護者と連携した取り組みを通して、インター
ネットの適正利用に関する意識の向上や、家庭内における適正利
用についての話し合いの促進が図られた。 

○情報モラルや規範意識に関する指導については、家庭の理解や関
わりに差が見られることから、より効果的な連携の在り方につい
て工夫が必要である。 

担当課 学校教育課 
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基本事業名 健やかな体の育成 

めざす姿 心身ともに健康な体が育っています。 

成果指標 

児童・生徒の体力定着度 
現状値 目標値 

R6 
児童 33.1％ 
生徒 44.8％ 

R7 
児童 30.5％ 
生徒 48.3％ 

児童 38.0％ 
生徒 50.9％ 

健康に関する基本的な生活習慣が身についている児童・生徒の割合 

現状値 目標値 

R6 
児童 90.0％ 
生徒 86.2％ 

R7 
児童 88.4％ 
生徒 89.2％ 

児童 90.0％ 
生徒 90.0％ 

調理場の維持管理上の不具合による給食提供支障件数 

現状値 目標値 

R６ 0 件 R７ ０件 0 件 
 

主な取組 体力向上プランの実施による健康な体の育成 

具体的な取組 〇実行性のある「体力向上プラン」や「体育・健康・食に関する指
導計画」の作成を推進する。 

実 績 〇全ての小中学校において、各校の実態に応じた「体力向上プラン」
及び「体育・健康・食に関する指導計画」を作成し、実行した。 

成果・課題 
〇計画的に体力向上に向けた取組を実施し、健康や食に関する指導

を行なうことができた。今後も、実効性のある「体力向上プラン」
を作成していく必要がある。 

担当課 学校教育課 
 

主な取組 適切な施設維持管理による安全安心な給食の提供及び食育の推進 

具体的な取組 

〇調理場の施設設備の改修及び調理機器等の修繕・更新を行い、安
全で安心な給食の提供により児童生徒の食育を推進する。 

〇学校と連携して食に関する指導を行い、食育だより等で児童生徒
及び保護者に食の大切さを伝えるよう取り組む。 

実 績 

〇配送室（コンテナ室）に空調設備を新設したことで、衛生環境が
向上し、安全で安心な給食を提供することができた。 

〇「食育だより」を年 11 回発行した。 
〇「食に関する指導」 

全小学３年生に「バランスの良い食事について」、全小学５年生に
「朝ごはんの大切さ」、中学校 1 校の１年生に「成⾧期に特に必
要な栄養素と学校給食」について、栄養教諭が給食時間に訪問指
導を実施した。 

〇「交流給食」 
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全小学１年生 32 クラスに調理員が給食時間に訪問し、『給食がで
きるまで』について DVD を使用して説明した。 

成果・課題 
〇学校と連携して給食時間に訪問し、食に関する指導を実施するこ

とで食への関心を高めることができた。今後も給食訪問等により
継続して食の大切さを伝えていく必要がある。 

担当課 学校給食課 
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基本事業名 きめ細やかな教育支援の推進 
めざす姿 子どもの特性や状況に応じた教育が受けられるようになっています。 

成果指標 

障がいの特性に応じた適切な教育を受けることができている児童・生
徒の割合 

現状値 目標値 

R6 
児童 100％ 
生徒 100％ 

R7 
児童 100％ 
生徒 100％ 

児童 100％ 
生徒 100％ 

就学支援（支給）が必要な児童・生徒への支援対応割合 

現状値 目標値 

R6 100％ R7 100％ 100％ 
 

主な取組 個別の教育支援計画・指導計画の充実 

具体的な取組 
〇個別の教育支援計画・指導計画の作成状況を把握し、内容や実施方

法への指導助言を行う。 
〇特別支援教育に係る授業力量の向上を目指した研修を実施する。 

実 績 

〇全小中学校における個別の教育支援計画・指導計画の作成状況につ
いて調査した。特別支援学級在籍の児童・生徒に関する個別の教育
支援計画・指導計画については、必要に応じて、内容・活用等に関す
る指導助言を行った。 
【令和 7 年度作成数】 

小学校:803 名（R6:726 名） 
中学校:227 名（R6:236 名） 

○特別支援教育充実のための研修（オンデマンド） 
対象:小中学校教員 
視聴期間:令和 7 年 5 月 12 日（月）～6 月 13 日（金） 

○新任特別支援学級担任研修会 
対象:本年度初めて特別支援学級の担任となった者 
期日:【第 1 回】令和 7 年 6 月 20 日（金） 

【第 2 回】令和 7 年 10 月 29 日（水） 
講師:市内特別支援学級で中核を担う教員（7 名） 

○特別支援学級授業研修会 
対象:小中学校特別支援学級担任（各校２名以上） 
期日:令和 7 年 11 月 11 日（火） 
講師:市内小学校主幹教諭 

○通級指導教室担当者研修会 
対象:各小中学校通級指導教室担当者 
期日:令和 7 年 10 月 9 日（木） 
講師:公認心理師（元 筑紫地区小学校教頭） 

成果・課題 〇児童・生徒の支援体制や支援方法について関係者で共有することが
できた。また、児童・生徒一人一人の教育的ニーズに合わせた指導

17











































































  


